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東京都立図書館協議会 第２２期第１回定例会 

平成１６年１０月１５日（金） 

 

午後３時０１分開会 

【企画経営課長】  定刻になりましたので、ただいまから第２２期第１回東京都立図書

館協議会を開会いたします。本日はお忙しいところお集まりいただきまして、まことにあ

りがとうございます。私は、本日の司会進行を務めさせていただきます都立中央図書館管

理部企画経営課長の児島でございます。よろしくお願いいたします。 

 本日の日程でございますが、５時ごろまでご審議いただきたいと思っておりますので、

よろしくお願いいたします。 

 ここで配付資料の確認をさせていただきます。 

 お手元の一番上に、「配付資料一覧」をお配りしてございます。 

 次に、本日の次第でございます。 

 資料２といたしまして、「第２２期東京都立図書館協議会委員名簿」。 

 資料３、「東京都立図書館幹部職員等名簿」。 

 資料４、「座席表」。 

 資料５は「事業概要」ということで、都立図書館３館の概要となってございます。 

 それから資料６、横長で「東京都立図書館概要」でございます。 

 それから資料７、「第２２期東京都立図書館協議会諮問」。 

 資料８、冊子でございますが、「都内公共図書館発展のための連携協力について」。第２

１期の提言でございます。 

 それから資料９、「検討のポイント」、１枚ものでございます。 

 それから資料１０、「検討のポイント（補足資料）」ということで、ホチキスどめになっ

ております。資料１０につきましては、１ページから７ページまでをご用意してございま

す。 

 それから資料１１といたしまして、横長２枚ものの参考データでございます。 

 それから、＜参考＞として３枚、おつけしてございます。 

 よろしいでしょうか。 

 それでは、次第に沿って進めてまいります。 

 初めに、開会に当たりまして、東京都立中央図書館長の鮎澤よりごあいさつ申し上げま
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す。 

【館長】  館長の鮎澤でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

 第２２期の東京都立図書館協議会の発足に当たりまして、一言ごあいさつ申し上げます。 

 皆様方には、公私とも大変ご多用の中、この図書館協議会委員にご就任をいただきまし

て、まことにありがとうございました。心より御礼を申し上げます。 

 本協議会は、その時代、時代に期待されます図書館の役割ということにつきまして、さ

まざまなテーマを取り上げまして、図書館の関係の方のみならず、各界の有識者の方にお

集まりをいただきまして、ご提言をいただいてきてまいりました。 

 最近の協議会の答申といたしましては、先ほど資料８にもありましたが、公共図書館の

連携協力についてというようなもの、あるいはＩＴや電子自治体などの動きを反映いたし

まして、高度情報化社会における図書館サービスのあり方というようなもの。また、最近

非常に問題になっております子どもの読書離れといった問題を背景にいたしまして、子ど

もの読書活動推進を図るために、都立図書館が何をなすべきかといったような、多方面に

わたっていろいろご提言をいただいておりまして、これらのご提言につきましては、図書

館活動の上で、私ども参考にさせていただき、その実現に努めていくところでございます。 

 今回、皆様方にご審議いただくテーマにつきましては、調査研究図書館におけるサービ

スのあり方ということになっております。調査研究と申しましても、これはあくまでも主

体は利用者でございまして、利用される都民の方の調査研究図書館といったサービスのあ

り方がどうなのかということについて、ご審議いただければというふうに思っております。 

 都立図書館は、レファレンスサービスを中心にやっている図書館でございますけれども、

私どもといたしましては、それなりにこのレファレンスサービスにつきましては、利用者

の方から広く評価をいただいているというふうに少しばかり自負させていただいていると

ころもございます。 

 しかしながら近年、ご承知のとおり、いわゆるインターネット等の普及によりまして、

都民の方、市民の方が非常に情報に接しやすくなってきている。あるいは、本というもの

が非常にたくさんちまたにあふれている状況。また最近では、この都立図書館ばかりでな

く、ほかの公共図書館も非常に充実した内容となってきているといったような動きもござ

います。 

 また一方で、市民の方の情報に対する欲求というのも非常に高まっているというような

こともございまして、そういった社会環境の変化の中で、私どもの都立図書館のレファレ
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ンスサービスというものをどういうふうに持っていったらいいのか、時代の必要とする都

立図書館はどういうふうにいったらいいのかというようなことが大変問題になると思って

おります。そういった意味で、その辺を含めましてご検討いただき、ご審議いただければ

というふうに思います。 

 本協議会におきましては、今回もさまざまな視点からご審議いただけるように、図書館

の関係の方のみならず、各方面でご活躍の委員の方にお願いをさせていただきました。 

 また、私ども図書館が所属しております東京都教育委員会におきましても、これからの

都立図書館のあり方について、内部職員によるわけですけれども、図書館のあり方の研究

会といった検討会を立ち上げているところでございます。この検討内容につきましては、

機会を見て、適宜本協議会にも報告させていただき、委員の皆様方の参考としていただき

たいというふうに考えております。またそちらのほうにも、こちらの協議の内容等を十分

に伝えてまいりたいというふうに思っております。 

 最後になりましたけれども、ご案内のとおりの地方財政が非常に厳しい中、公共図書館

の資料費の減少等が一番端的にあらわす指標ということになるでしょうけれども、大変危

機的な状況というのも伝えられるような状況になっております。そういう中で私どもも、

この都立図書館の存立の意義というものにつきましても大変厳しく受けとめているところ

でございます。 

 そういった我々の認識もございますので、ぜひ皆様方、委員の先生方の活発なご審議を

いただきまして、我々の今後の図書館活動の参考にさせていただきたいというふうに思っ

ております。 

 大変簡単でございますけれども、発足に当たりまして一言ごあいさつをさせていただき

ました。どうぞよろしくお願いいたします。 

【企画経営課長】  次に、協議会委員及び東京都立図書館幹部職員を、都立中央図書館

の川田管理部長よりご紹介いたします。 

 お手元の配付資料２番及び３番をご参照ください。 

【管理部長】  中央図書館管理部長の川田でございます。僣越でございますが、私のほ

うから第２２期の東京都立図書館協議会の委員の皆様をご紹介申し上げたいと思います。 

 では、お手元の資料２が名簿となっております。あいうえお順に名簿を作成してござい

ます。上から順にご紹介申し上げます。 

 まず、慶應義塾大学文学部教授の糸賀雅児委員でございます。 
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【委員】  慶應義塾大学の糸賀でございます。きょうは、ちょっと遅くなりまして申し

わけございませんでした。どうぞよろしくお願いいたします。 

【管理部長】  次に、国立情報学研究所開発・事業部コンテンツ課長、大場高志委員で

ございますが、きょうは欠席でございます。 

 次に、駿河台大学文化情報学部教授、岸田和明委員でございます。 

【委員】  岸田でございます。よろしくお願いいたします。 

【管理部長】  次に、昭島市教育委員会教育長、小林肇委員でございます。 

【委員】  小林でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

【管理部長】  次に、アカデミーヒルズ六本木ライブラリーディレクター、小林麻実委

員でございますが、本日は欠席でございます。 

 次に、元東京都教育委員会教育長、坂本光一委員でございます。 

【委員】  坂本でございます。よろしくお願いいたします。 

【管理部長】  次に、都立千早高等学校長、佐藤芳孝委員でございます。 

【委員】  佐藤でございます。よろしくお願いします。 

【管理部長】  次に、日産自動車株式会社グローバル広報・ＩＲ本部コミュニティ・リ

レーションズ担当部長、島田京子委員でございます。 

【委員】  島田でございます。よろしくお願いいたします。 

【管理部長】  有限会社陽明エンジニアリング取締役社長、また電気通信大学共同研究

センター客員教授、竹内利明委員でございます。 

【委員】  竹内です。よろしくお願いいたします。 

【管理部長】  次に、豊島区教育委員会教育長、二ノ宮富枝委員でございます。 

【委員】  二ノ宮でございます。よろしくお願いいたします。 

【管理部長】  次に、鶴見大学図書館参事補、長谷川豊祐委員でございます。 

【委員】  長谷川でございます。よろしくお願いいたします。 

【管理部長】  最後に、株式会社ベネッセコーポレーション広報・ＩＲ部広報担当の宮

田穣委員でございますが、本日は都合により欠席でございます。 

 委員の皆様は以上でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

 次に、私ども都立図書館等の幹部職員をご紹介申し上げます。お手元の資料３をごらん

いただきたいと存じます。 

 まず、先ほどごあいさつさせていただきました教育庁次長で都立中央図書館長事務取扱
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の鮎澤光治でございます。 

【館長】  鮎澤です。どうぞよろしくお願いいたします。 

【管理部長】  それから私、管理部長をしております川田明良でございます。よろしく

お願いいたします。 

 それから、総務課長の森康明でございます。 

【総務課長】  森です。よろしくお願いします。 

【管理部長】  次に、企画経営課長の児島京子でございます。 

【企画経営課長】  よろしくお願いいたします。 

【管理部長】  サービス部長の後藤久夫でございます。 

【サービス部長】  後藤でございます。よろしく。 

【管理部長】  資料管理課長、高橋達でございます。 

【資料管理課長】  高橋です。よろしくお願いします。 

【管理部長】  情報サービス課長、森岡ますみでございます。 

【情報サービス課長】  森岡でございます。よろしくお願いいたします。 

【管理部長】  次に、局務担当部長日比谷図書館長事務取扱、千葉和廣でございますが、

本日は所用により欠席させていただいております。 

 次に、局務担当部長多摩図書館長事務取扱、吉村健司でございます。 

【多摩館長】  吉村でございます。よろしくお願いいたします。 

【管理部長】  次に、教育庁の幹部職員をご紹介申し上げます。 

 教育庁生涯学習スポーツ部長、山川信一郎でございますが、本日は所用により欠席させ

ていただいております。 

 次に、生涯学習スポーツ部社会教育課長、船倉正美でございます。 

【社会教育課長】  どうぞよろしくお願いします。 

【管理部長】  以上でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

【企画経営課長】  この会の情報公開についてご説明申し上げます。当協議会におきま

しては、会議は原則として公開としております。会議の内容は、議事録を作成し公開する

とともに、都立図書館及び東京都教育委員会ホームページ上に公開いたします。 

 なお、非公開とする場合は、その都度皆様にお諮りして、決定していただくことになっ

ておりますので、よろしくお願いいたします。 

 本日の傍聴者は２名でございます。 
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 次に、本協議会の議長及び副議長の選出に入りたいと思います。 

 東京都立図書館協議会運営規則によりますと、議長及び副議長は、委員の互選により定

めることになっておりますが、いかがいたしましょうか。 

【委員】  僣越ですが、私のほうから推薦させていただきたいと思います。議長には、

かつて都の教育長もお務めになられ、教育行政全般に精通しておられます坂本委員。また

坂本委員は、２１期の議長もお務めになられておりますので、議長として推薦させていた

だきたいと思います。 

 また、副議長ですけれども、図書館学全般に精通されております糸賀委員を推薦させて

いただきたいと思います。 

 以上でございます。 

【企画経営課長】  ただいま、議長に坂本委員を、副議長に糸賀委員をご推薦いただき

ましたが、皆様、いかがでしょうか。 

（「結構でございます」の声あり） 

【企画経営課長】  それでは、そのように決定させていただきます。 

 坂本委員、糸賀委員、正面の議長席及び副議長席へお移りいただきますようお願いいた

します。 

 では、議長、副議長のお２人から一言ごあいさつをいただきます。 

【議長】  坂本でございます。第２１期にやはり図書館協議会の委員を仰せつかりまし

て、それ以来なんですけれども、今から十数年前に都の教育長をやったということで、そ

のときは加藤周一さんという有名な館長さんがおられまして、そんなこともあって、ほと

んど図書館のことは考えないでよかったということだったんですけれども、その報いが回

ってまいりまして、図書館協議会の委員を何期かやらされております。 

 そんなことで、ひとつよろしくお願い申し上げたいと思いますが、この委員会は、皆様

方のご意見を素直に反映して、答申に結びつけるというふうに考えております。そんなこ

とで、皆様方の積極的な発言をぜひお願いしたいと思っております。 

 もう一つ、事務局のほうなんですけれども、事務局というのは、大体質問がないと黙っ

てそこに座っているというのが普通でございますが、むしろ図書館の専門家でいらっしゃ

るという立場を生かして、我々の意見に反論をするなり、あるいは反論ばかりじゃなくて

もいいんですけれども、積極的にご発言をいただくようにお願いをいたしまして、簡単で

ございますけれども、就任のごあいさつにさせていただきます。どうぞよろしくお願いい
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たします。 

【副議長】  思いがけず副議長という役職を仰せつかることになりました糸賀でござい

ます。うまく坂本議長を補佐しながら、審議を進めてまいりたいと思いますけれども、実

は何分、私自身が都立図書館の協議会を初めて務めることになりました。そういう意味で

はふなれな点もありまして、議長だけではなく、委員の皆様にもいろいろとご協力いただ

かなければうまく進めていくことができないのではないかとやや心配している点もござい

ます。どうか委員の皆様のご協力を得て、うまくこの協議会の審議を進めて、最後、実り

ある成果をまとめたいというふうに考えておりますので、ご協力のほどどうぞよろしくお

願いいたします。 

【企画経営課長】  では、これからの議事進行につきましては、坂本議長にお願いいた

します。どうぞよろしくお願いいたします。 

【議長】  それでは最初に、事務局から協議会の日程についてをお願いいたします。 

【企画経営課長】  本協議会の会議日程でございます。協議会の任期は、平成１６年１

０月１日から平成１８年９月３０日の２年間でございます。この間、４回程度の会議を予

定しております。 

 審議方法ですが、第１回目の本日は、初回ということもございますので、委員の皆様か

らテーマに沿った形でご意見をいただきたいと考えております。 

 その後、２回目及び３回目の会議で、本日の皆様のご意見も反映させた形で、具体的な

サービスのあり方について、ご意見をいただければと考えております。 

 その後、最終回の４回目の会議で、答申の形でまとめていただければと考えております。 

【議長】  ありがとうございました。４回の会議で答申を出せということのようでござ

います。どうぞよろしくお願いを申し上げます。 

 それでは、本日の議事次第に従って議事に入らせていただきますが、議題の第１番目は、

都立図書館の概要説明ということになっております。 

 管理部長、お願いいたします。 

【管理部長】  それでは、私からご説明申し上げます。 

 お手元の資料に、まず資料５「事業概要」がございますが、これは後ほどごらんをいた

だきたいと存じます。 

 それから、参考の中に、都立図書館報がございますけれども、いずれも昨年度の事業実

績を中心にまとめたものでございますが、後ほどお目通しいただければと存じます。 
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 きょうは時間の都合もございますので、こちらの横書きのものでございますけれども、

資料６「東京都立図書館概要」に従いまして、簡単にご説明を申し上げます。 

 この表に、中央図書館、日比谷図書館、多摩図書館それぞれにつきまして、簡単に記載

してございますが、それぞれの館の沿革にも少し触れながらご説明申し上げます。 

 中央図書館は昭和４８年、１９７３年の開館でございまして、開館時に、当時の日比谷

図書館のほとんどすべての蔵書を引き継いでサービスを開始しております。 

 次に、日比谷図書館でございますが、明治４１年、１９０８年に東京市立図書館として

開館し、その後昭和１８年、東京都制の施行により、都立図書館となりました。昭和２５

年に、区部に所在する都立図書館は、区に移管されましたが、日比谷図書館だけが都立図

書館として残ることになりました。現在の日比谷図書館は、昭和３２年に建てられたもの

でございます。 

 多摩図書館でございますが、昭和６２年、１９８７年、それまでの都立立川、青梅、八

王子の３図書館を統合し、開館したものでございます。 

 多摩図書館についてはいろいろな経緯がございました関係で、平成１３年度まではほぼ

独立した運営を行っておりまして、多摩地域を中心としてサービスを提供し、一方、中央

図書館は、主に２３区の地域を中心としてサービスを提供するという地域分担を行ってお

りました。 

 平成１４年度より、都立３館の運営体制を改めまして、中央図書館に予算、企画などの

機能、事業の統括機能を一元化いたしまして、中央図書館を中心館として、３館の一体的

運営を図るということになりました。このことから、中央図書館と多摩図書館の分担は、

従来の地域分担から機能分担に変更されております。 

 このような背景のもとに、お手元の資料に、それぞれの館の機能が記載をされておりま

す。 

 まず中央図書館の「機能」でございますが、「都民及び利用者への高度・高品質な情報サ

ービスの提供」、「広範にわたる資料の収集及び長期的保存」、「都内公立図書館及び学校等

への協力支援」、「図書館未整備地域に対する補完サービス」、「政策立案への協力支援」と

いったサービスを行っております。 

 日比谷図書館でございますが、「視聴覚資料に関するサービス」、「新聞・雑誌に関するサ

ービス」、「昼間人口密集地域での個人貸出」というサービスを行っております。 

 多摩図書館でございますが、この２番目に書いてございますように、「児童・青少年、文
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学、多摩行政資料等の収集及び資料の長期的保存」がございまして、これらの資料を土台

に、「中央図書館と連携した情報サービスの提供」、あるいは「都内公立図書館及び学校等

への協力支援」、そして「児童・青少年資料に関するサービス」を行っているところでござ

います。 

 「組織・定数」につきましては、それぞれそこに記載のとおりでございまして、職員定

数全体を合計いたしますと１６８名、うち１３５名が司書でございます。 

 次に、「施設」でございますが、床面積、収蔵能力、閲覧席について、それぞれ記載のと

おりでございます。 

 次に、「予算」でございます。平成１６年度の予算でございますが、給与等人件費を除き

まして、総額で７億９,３５７万１,０００円でございます。このうち資料の収集のための

予算でございますが、１億７,１００万６,０００円でございます。 

 その右に、和書以下、冊数がそれぞれ記載されておりますが、いずれも予算見積もり上

の数でございます。 

 次に、「所蔵資料」でございます。図書、新聞、雑誌に分けてそれぞれ記載がございます

が、図書について申し上げますと、中央図書館につきましては１４８万２,０００余の冊数

でございます。日比谷につきましては、貸出を中心とする図書館でございますが、１３万

１,０００余の冊数でございます。多摩図書館につきましては、６９万６,０００余の冊数

でございます。 

 次に、「サービス実績」でございますが、平成１５年度の事業実績がそこに記載されてお

ります。開館日数、協力貸出の冊数、入館者数、レファレンス件数、コピー件数等が記載

されております。 

 参考までにレファレンスのところをごらんいただきますと、口頭による館内でのレファ

レンス、電話によるレファレンス、文書によるもの、ファクスによるもの、Ｅメールによ

るもの、それぞれ件数を掲げてございます。 

 「その他」の事業といたしましては、その欄に記載のとおりの事業を担当しております。 

 簡単でございますが、図書館の概要については以上でございます。 

【議長】  ありがとうございました。 

 続きまして、議題の２番目でございますけれども、第２２期図書館協議会の諮問の説明

をお願いいたします。 

【企画経営課長】  それでは、お手元の資料７をごらんください。 
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 図書館法第１４条及び東京都立図書館条例第３条の規定に基づき、下記の事項について

諮問します。平成１６年１０月１５日、東京都立中央図書館長鮎澤光治。 

１ 諮問事項。調査研究図書館におけるサービスのあり方について。 

２ 諮問理由。都立図書館は、これまでも参考調査機能を備えた図書館として、利用者及

び区市町村立図書館をはじめ、広く図書館界にあって一定の評価を得てきた。 

 第２１期東京都立図書館協議会は、今後の都立図書館が、調査研究図書館を中心とした

サービス展開を図ることを提案している。 

 現在はインターネット社会であり、個人が容易に情報を収集できる時代になった。この

ような状況の中にあって都立図書館が、これまで蓄えてきたレファレンスサービスについ

ての実績や、豊富に所蔵している専門資料群、経験豊かな司書職員の存在といった強みを

生かして、調査研究図書館としてこれからの都立図書館サービスを展開するためには、ど

のようなサービスを行っていくべきか、国立国会図書館及び区市町村立図書館との役割分

担や、他機関との連携など多方面からのサービスのあり方について検討する必要がある。 

 以上です。 

【議長】  ありがとうございました。 

 きょうはいろいろ説明が多いんですけれども、引き続きまして、お配りいただいた資料

の説明をお願いいたします。 

【企画経営課長】  では、資料８をごらんください。 

 今回、委員の皆様にご審議いただくテーマは、「調査研究図書館におけるサービスのあり

方について」でございます。このテーマは、昨年度の第２１期図書館協議会で審議されま

した「都内公共図書館発展のための連携協力について」でいただいた提言をもとに決定し

たものでございます。 

 資料８に基づきまして、今回の審議テーマに関連のある部分を中心にご説明いたします。 

 １ページをごらんください。 

 まず、「公共図書館をとりまく状況の変化」として、（１）地方分権、（２）地方公共団体

の財政危機、（３）社会の高度情報化という３点を挙げてございます。 

 次に、「図書館政策をめぐる動き」です。（１）では、生涯学習審議会の答申を上げ、地

方分権の動きを受けて、都道府県が社会教育に関してどういう事業をするのかという内容

を紹介しています。 

 （２）では、文部科学省から告示された「公立図書館の設置及び運営上の望ましい基準」
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を取り上げ、都道府県立図書館については広域的な観点に立って、区市町村立図書館に対

しての援助あるいは連絡調整、支援、他機関との連携などに努めるべきことが指摘されて

おります。 

 ２ページ、（３）では、図書館を取り巻く近年の動向ということで、公立図書館が目指し

ている方向として、地域の情報拠点あるいは地域の課題解決に貢献することが求められて

います。 

 次に、３「東京都の図書館政策」ですが、東京都教育委員会は、報告書「今後の都立図

書館のあり方」で、都立図書館の目指すべき方向について、高度・専門的なレファレンス

サービスの提供、学校教育への支援の強化、非来館型サービスの充実を挙げています。他

方、運営面では、より効率的な運営を目指すべきことが提言されています。 

 ３ページに入りまして、４「提言の目指すもの」では、第２１期の協議会での提言は、

２つの前提条件を踏まえてまとめられたことが述べられています。 

 ２つの前提条件の１つは、都立図書館と区市町村立図書館がそれぞれ異なる役割を担う

べきであるということ。もう一つは、効率的な運営のもとで、社会経済環境の変化に対応

した図書館サービスの展開をしなければならないという２点でございます。 

 この２つの条件を前提としまして、３ページに、「都立図書館の役割とサービスについ

て」の（１）調査研究図書館機能の重要性では、都立図書館のサービスの展開を図るとす

れば、特に最近の都立図書館の状況等を考えると、多くの機能を追い求めることは不可能

な状況にあるのではないか。むしろ都立図書館が持っている強みを生かし、特定の機能に

重点を置いた形で実践を行うことが、これから先の都立図書館が効果的な図書館サービス

を実施していく上で適切であろうと提案しております。 

 提案理由としましては、本文中「ア」「イ」にまとめられておりますが、まず都民生活の

中で、調査あるいは情報の収集といったようなことがますます重要になってくるであろう

というニーズの話と、都立図書館が、レファレンスサービスについての実績や、豊富に所

有している専門資料群、あるいは経験豊富な司書職員の存在といった強みを持っているこ

とが挙げられています。そして豊富な蔵書や司書の知識、経験を生かして、都民の調査研

究活動への支援を展開していく図書館を、調査研究図書館ととらえ、都立図書館は調査研

究図書館を目指すべきと提言しています。 

 次に４ページでは、調査研究図書館におけるサービスは、具体的にどのような形のサー

ビスが考えられるかということで、「ア」から「エ」の例示が挙がっています。ここでは、
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具体的サービスについては、協議会として十分な審議が尽くされていないということで、

単に例示をするということでとどめてございます。 

 次に５ページでは、調査研究図書館におけるサービスを展開する際に配慮すべき事項と

して、２、館種、地域を越えた連携協力、３、調査研究図書館機能を果たすための基盤と

なる資料整備について言及しています。 

 以上が、今回皆様にご審議いただきますテーマ、調査研究図書館に関する部分でござい

ます。 

 説明でも触れましたが、第２１期では、調査研究図書館におけるサービスについては、

十分な審議が尽くされておりません。そこで本協議会では、この調査研究図書館における

サービスについてのご審議をお願いしたいと考え、テーマを「調査研究図書館におけるサ

ービスのあり方について」としたところでございます。 

 次に、資料９及び１０をあわせてご説明いたします。恐れ入りますが、資料９と資料１

０につきましては、両方の資料を並べてごらんください。 

 まず資料９、１枚ものでございますが、「検討のポイント－調査研究機能を強化するため

に都立図書館は何をすべきか」という表題になっております。これからの都立図書館のサ

ービスのあり方についてご審議いただく上での検討のポイントを何項目かにまとめてあり

ます。 

 資料１０は、資料９の補足資料となっております。 

 では、順を追ってご説明します。 

 まず、資料９の１番目「サービスを評価する指標」でございますが、資料１０の１ペー

ジをごらんください。図書館サービスの評価を求める動きとしましては、平成１３年に告

示されました文部科学省の「公立図書館の設置及び運営上の望ましい基準」にも、図書館

がサービスについての「指標」と「数値目標」を設定し、評価を行うことが求められてい

ます。 

 現在の都立図書館の現状でございますが、レファレンスの件数、あるいはＷｅｂＯＰＡ

Ｃ検索件数、入館者数など数値化できるものについては公表をしてございます。 

 また９月に、都立図書館内にプロジェクトチームを立ち上げまして、サービスの質を評

価するための指標づくりに着手したところでございます。 

 このポイント１の課題としましては、都立図書館のサービスの質を評価するには、どの

ような視点から検討すべきか、ご意見をいただきたいと思っております。 
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 次に、資料９のポイント２「レファレンスの水準」、３「利用者像をどう考えるか」。資

料１０のホチキスどめの２ページをごらんください。 

 ここでは、都立図書館の目指すべきレファレンスの水準及び利用者像をどう考えるかと

いう資料をまとめてございます。 

 現在の都立図書館の利用者でございますが、利用資格に制限はございません。平成１４

年度、都立図書館で実施しました利用者実態調査によりますと、来館者の約６割が会社員

や自営業など社会人であるという結果が出ております。 

 また、都立中央図書館のレファレンスの現状でございますが、来館、電話、Ｅメール、

ファクス、文書により質問を受け付けております。その質問に対しまして、司書約６０名

が回答業務に従事をしているところでございます。 

 都立図書館の資料では不十分な場合は、国立国会図書館や専門図書館を紹介するという

レフェラルサービスを行っております。 

 またレファレンスの回答事例を蓄積しまして、レファレンスデータベースをホームペー

ジに公開しているところでございます。 

 新しいレファレンスサービスとしましては、ビジネス情報サービス、あるいは医療情報

サービスを開始したところでございます。 

 今後、調査研究機能を強化するためには、あらゆる層にまんべんなくサービスをするの

ではなく、目指すべきサービスの水準、回答内容、利用者像などをより明確にすべきでは

ないかという視点からのご意見もいただければと思っております。 

 次に、ポイントの４番。資料１０のホチキスどめの３ページでございます。「専門図書館

との連携」。 

 まず専門図書館という言葉でございますが、図書館の館種には、公共図書館、学校図書

館、大学図書館、専門図書館などがあります。このうち専門図書館とは、企業・団体など

の組織内にあり、専門分野に関する資料を所蔵している図書館を言います。 

 次に、類縁機関という耳なれない言葉でございますが、公共図書館の中で使われており

ます。専門図書館や大学図書館などの専門情報機関のうち、一般に開放している機関を類

縁機関と呼んでおります。例えば、慶應大学医学メディアセンター、あるいはジェトロ・

ビジネス・ライブラリーといったものが類縁機関と呼ばれております。 

 現在の都立図書館の連携でございますが、この類縁機関との連携をしてございます。具

体的には、類縁機関名簿をホームページに掲載しております。 
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 この専門図書館との連携の今後の課題としましては、現在の類縁機関の枠を越えて、専

門図書館、大学図書館との新たな連携を進めるべきではないかということで、ご意見をい

ただきたいと思っております。 

 次にポイント５番、「司書に求められる知識・スキル」、補足資料の４ページの都立図書

館の司書に求められる知識・スキルでございます。 

 都立図書館の現状は、採用時には「司書」資格が必要でございます。その後、内外の研

修を受講しまして、スキルアップに努めているところでございます。 

 ポイントの２番の「レファレンスの水準」と関連するところではございますが、今後、

医療とかビジネスとか専門的な質問に答えられる、あるいはＩＴを活用するスキルを持っ

た司書をどう育成すべきかという点でご意見をいただきたいと思っております。 

 それから、ポイントの６でございます。５ページになります。「受益者負担のあり方」。 

 図書館法には、図書館資料の利用の無料原則がございます。ただ、図書館資料の利用以

外のサービスに対する対価徴収を禁じているものではございません。 

 都立図書館の現状といたしましては、コピーサービスについては実費負担を求めており

ますが、それ以外については無料でございます。 

 今後の課題としましては、対価を徴収して、提供すべき付加価値のあるサービスとはど

のようなものかなどご意見をいただきたいと思っております。 

 それから７番目、「区市町村立図書館とのレファレンス上の役割分担」、６ページでござ

います。 

 まず上の図でございますが、区市町村立図書館と都立図書館とのレファレンスの違いを、

事例を挙げて、その回答の違いをあらわしております。 

 下の図でございますが、２１期の提言にも出てまいりましたが、都立図書館の強みとい

うのは、蓄積を生かしたレファレンスということなんですが、それを図であらわしており

ます。 

 具体的には、左にあります区市町村立図書館というのは、タイトルとか著者名などが入

った市販のデータベースをそのまま使っております。それに対しまして都立図書館は、レ

ファレンスに必要な独自のデータを付加しております。豊富な資料とレファレンスを支え

るデータベース、さらにインターネット、商用データベース、事例データベースを活用し

て、質問にお答えをしているというところでございます。 

 このように区市町村立図書館と都立図書館とのレファレンスは、おのずと内容面で違い
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があるということをあらわしております。 

 それから、最後にポイント８「国立国会図書館との役割分担」、最後の７ページでござい

ます。 

 こちらは、都立図書館と国立国会図書館の比較をあらわしてございます。簡単な表にな

ってございます。 

 例えば一番上、「基本機能」でございますが、都立図書館は都民のための図書館でござい

ます。それに対しまして、国立国会図書館は国会議員のための図書館で、当然その下の段

の「サービス対象の優先順位」でございますが、都立は優先順位がございません。それに

対しまして、国立国会のほうは国会議員のための図書館でございますので、優先順位がご

ざいます。１番が国会議員、２番が行政及び司法の各部門、３番が日本国民となっており

ます。 

 以下、それぞれを比較したものでございます。 

 以上で、資料９及び１０の説明を終わります。 

 資料１１につきましては、参考データとしてご用意をいたしました。 

 以上でございます。 

【議長】  ありがとうございました。以上で資料の説明はすべて終了をいたしました。 

 先ほど事務局のほうから、協議会の会議日程の説明のときにもお話がありましたけれど

も、きょうの審議の進め方は、初めてということもございますし、それからテーマの「調

査研究図書館におけるサービスのあり方について」、事務局がまとめてくれた、今説明があ

りました検討のポイントというのが資料９と資料１０にありましたけれども、それを参考

にしながらフリートーキングをしたいというふうに考えております。 

 この項目に触れて、どこの項目からでも結構ですし、この項目の外でも結構でございま

すけれども、調査研究機能を強化するということで、こんなふうにするというのをかねが

ね考えているんだとか、今聞いていてそう思ったとか、どなたからでも結構でございます

けれども、まだ残された時間が１時間少々ございますので、コーヒーでも召し上がりなが

らご自由にご発言をいただければと思っております。どうぞよろしくお願いいたします。

時間が十分あるので、１人五、六分はありますというメモが入りましたけれども、よろし

ければどうぞ。 

 先ほど事務局から説明がございました。それに対するご質問等があれば、それも結構で

ございます。いろいろな分野の方がたくさんおられますので、それぞれ専門の分野に関連

 -15-



をしたところからでもご発言いただければ幸いでございます。いかがでございましょうか。 

【副議長】  どなたの委員からも発言がないので、最初に口火を切れば、後は発言しや

すいんだと思いますけれども、今諮問の内容をお聞きしましたし、資料８、前２１期で出

された提言というものの説明も伺っていて、大筋は理解したつもりでいたんですが、調査

研究機能ということが頻繁に言われましたけれども、改めてよく考え直してみたときに、

この調査研究をする主体というか、調査研究をするのは図書館なんですか、それとも利用

者なんですか。といいますのは、調査研究図書館とか、調査研究機能を充実と言っていま

すよね。私は、単純に調査研究をするのは利用者で、利用者が調査研究目的で図書館にや

ってきたときに、図書館は何をしてくれるのかという理解でいたんですが、そうすると、

これは図書館側が調査研究をして、いろいろと利用者にとって役に立つようなコンテンツ

をまとめたり、あるいは情報発信をしたりということも考えられるんですよ。調査研究の

主体というのは、イメージとしてどういうふうに考えたらいいんでしょうか。 

【管理部長】  大事なことでございますが、館長のあいさつの中でもその辺に少し触れ

ていたかとは思いますが、都民が調査研究活動をするに際して、それを図書館として支援

するという考え方でございます。 

【副議長】  そうしますと、言葉はこれでもいいと思うんですけど、正確に言うと調査

研究支援機能というか、調査研究支援図書館ということになりますか。ただ、言葉として

あんまり長いと言いにくいので、縮めてもいいとは思いますが、都民の調査研究を図書館

がどういうふうにサポートしていくのかという意味でとらえていいわけですね。 

【管理部長】  そういうことでございます。 

【副議長】  それからもう一点。先ほど資料９、検討のポイントというのをずっと挙げ

ていただきました。この順番に多少意味はあるんでしょうか。つまり１番、２番、３番あ

たりが優先順位が高いといいますか、そういう順番に何らかの意味があるのかどうかをち

ょっと確認しておきたいです。 

【管理部長】  都民の調査研究を支援するという点から順に考えていきますと、１番は

やや技術的な部分で、調査支援機能を十分果たしているかどうかを評価するという観点か

らの項目でございますので、これは議論の中で付随的に出てくる部分であると。そうする

と順番にいきますと、２番とか３番の辺で具体的なイメージというのがあって、そうする

とどういうサービスをしていくべきなのかというふうな流れになってくるかと思います。 

【副議長】  今、管理部長が言われたようなことを、私も、初めにサービスを評価する
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指標と言われても、これからどういう調査研究支援の具体的なサービスを考えていこうか

という時点ではちょっと困るなとは思ったんです。そうしますと、少なくとも現状で調査

研究の支援がどの程度なされていて、今後新しいサービス、あるいは新しい取り組みとい

うのを都立図書館としてやっていった場合に、その成果がどの程度上がっているのかとい

うことを見るときの指標ということで、１番に戻ってくるというような道筋で考えてもい

いわけですね。 

【管理部長】  はい。 

【副議長】  ありがとうございました。 

【議長】  ありがとうございました。多分口火を切っていただけると出しやすいんじゃ

ないかというお話がございましたけれども。 

【委員】  今のお話に絡むことだと思うんですけれども、都民の方の調査研究を支援す

るといった場合に、今時点で情報ニーズというものをどこら辺まで把握しているのか。都

民の方がどういう情報ニーズを持ってこの図書館に来るのか、そこら辺の調査というのは

なされているんでしょうか。 

【経営課長】  先ほど申し上げましたが、現在はレファレンス件数とか、入館者数とか

といったものの統計である程度把握して、あとは数年に１回、モニターの調査をします。

直近では１４年度に、利用者実態調査ということで、これは１日の利用者の方にアンケー

ト用紙を配りまして、答えていただくというふうなことで調査をしている程度でございま

す。 

【委員】  そうすると、ある程度人数を把握して、それに対するサービスがあって、先

ほどの話なんですけど、評価という流れになるわけですね。そのときにレファレンス件数

とかの業務統計というのは、収集しやすいと言うと語弊があるかもしれませんけれども、

収集しやすい反面、そこに書いてありますように、質の評価まではなかなか行きにくいと

いうことがありますので、先ほどの補足資料にありました図書館パフォーマンス指標あた

りですと、利用者満足度みたいないわゆるアウトカム指標という、もう一歩進んだところ

の評価というのが規定されていまして、そういったことも今後考えていかれたほうがいい

のかなというふうに思います。 

【委員】  今の問題と絡み合ってくるんですけど、レファレンスサービスの中で、１３

年度から政策立案支援サービスだとかビジネス情報サービス、そして医療情報サービスと

いうのをやってきたということなんですけれども、これを館内ではどのような形で評価さ
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れているんですか。また、利用はどんな実態にあるんですか。 

【館長】  政策立案のほうは、件数は後程報告しますけれど、各局からの資料の問い合

わせ等に応じておりまして、一定の成果は上がっているかなというふうに思います。ただ、

まだ十分にほかの局に、庁内的に認知を得ていない。都立図書館というものの存在を、こ

ういう厳しい状況の中ですので、どういうふうに都庁の中で認知していただくかというこ

とは、非常に大きな問題だと思っております。 

 それから、今都立図書館以外に、規模はそう大きなものではないんですけど、都議会に

図書館があるんですけれども、ぜひそちらの図書館とも連携をできるようにして、都議会

議員の方の政策立案、立法活動等にこちらの図書館の利用をすすめていきたいと思ってお

ります。 

【委員】  その関係で私たちは、市町村の図書館と役割分担を明確にしていかなきゃな

らない点が出てきているのではないかと思いますし、ある意味でのレベルのすみ分けみた

いな形で分けざるを得ないかなと思っているわけです。 

 ただ、今言った問題と絡み合って、私などは教育関係におりますから、どうしてもビジ

ネス支援だとか医療サービスをやるならば、東京の教育関係の問題について教育関係者へ

のサービスがほしい。一例を挙げますと、公立小中高校の先生だけだって３万５,０００人

いるわけですね。私立大学なんて入れますと、７万ぐらいの教育関係者がおるわけですが、

その人たちが教育の基本的な文献だとか、大学の研究発表をデータベース化してもらった

り、それから教育関係者の専門図書を集中的にやっていただいたりとか、関係機関から出

てきております寄贈された研究報告とか、研究の紀要なんていうものを集中的に行ってい

ただきたい。これは市町村の段階では到底できない問題なわけです。 

 これは一つの例ですけれども、何を選ぶかということはまた今後の検討になると思いま

すが、私は、教育的な問題は、やはりそういう面から大切にしていただけたらなという感

じがするわけでございます。 

 以上です。 

【議長】  ありがとうございました。 

【管理部長】  先ほど、館長からお答え申し上げたわけでございますけれども、例えば

政策支援の件数がどれぐらいあったかということは一応把握をしておりまして、例えば事

業概要にも載せてございますが、ただそれはあくまで、例えば利用者が何人いたかとか、

レファレンス件数が何件あったかというのと同じようなたぐいでして、政策支援がどの程
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度、どういうふうに役に立ったかという内容の問題になってきますと、それはなかなか把

握し得ていないという状況でございます。 

 それから、ビジネス支援あるいは医療サービスの関係でも、それらの資料を集中的に見

える形で配置しているわけでございますけれども、利用した方が、それでどのような満足

を得たのか、あるいは問題解決にどの程度つながったのかというふうな中身の問題になり

ますとなかなか把握が難しくて、我々もこれからそういうことを考えていかないといけな

いというふうな状況でございます。 

【館長】  一番最初にサービスを評価する指標というところで、説得力といいますか、

こういうふうな成果が上がっているというのが、今までここに書いてあるような入館者数

であるとかレファレンス数だとか、単なる数字の積み上げをやってみても、現在の厳しい

状況の中ですからなかなか一般に説得力がない。やはりほんとうの意味で都立図書館とい

うものが、この東京という情報も産業も集積している場所で非常に役立って、こういう成

果が上がっているというようなものがあらわれるような指標をできれば考えていかなけれ

ばいけないんじゃないかなというふうに思っております。 

 図書館の内部でも数字のとり方をひとつ研究し直そうということで、先ほどちょっと申

し上げたんですけど、内部的には検討会をつくりまして、どういうふうな指標にしていっ

たら、より今のニーズに合わせた指標がとれるのかどうかということで、研究を始めてい

るところでございます。 

【委員】  私は、ビジネス支援図書館推進協議会の会長をしておりますので、そちらの

立場も含めて少しお話をさせていただきます。最初に、利用者と利用の目的のご説明を伺

って、少し意外というか、調査研究のためにいらしている方が非常に多いということを感

じました。一般論として、図書館は文化、教養の拠点であり、どちらかというと趣味とか

娯楽を支援している部分というのがもともと多いわけですが、都立の図書館はそうではな

く、調査研究に来ている方が非常に多いと思いました。 

 その結果かもしれませんが、１日当たり１,０００人という来館者数は、規模から見たら

非常に少ないなと感じます。逆に言うと趣味、娯楽、文化、教養の拠点としての利用者の

来館が少ない分、来館者数が少ないのかなと感じました。 

 ちなみに、まだ正式な数字ではありませんが、先月開館した岡山県立図書館は、聞くと

ころによると、１日当たり８,０００人が来ているそうです。９月１７日にオープンした静

岡市立御幸町図書館にも行きましたが、開館直後は当然なのでしょうが３,０００人ぐらい
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の来館者があるそうです。昨日は、福岡市総合図書館へ行きましたが、これは開館直後と

いうことではありませんが、日当たり３,０００人から４,０００人が利用しているそうで

す。 

 この来館者数と資料費を比べてみると、見えてくるものがあるように感じます。福岡は

市立ですが、年間２億円程度の資料費を計上しているので、都立とあまり変わらないと思

います。向こうは映像を持っていますから、「映像が高い」のではないかと聞いたら、映像

の担当者は「映像は年間１,８００万ぐらい」と言っていました。 

 そういう視点で考えると、市町村立図書館と明確に分けて、都立図書館としてのあり方

というのをきちっと考えていかなければいけないと感じました。 

 ビジネス支援は、ビジネスという言葉がもともと図書館と相性がよくないわけで、都民

の皆さんも、図書館がビジネスを支援するというイメージをもともと持っていないですか

ら、イメージのないところにサービスを提供していくので、まだ都民の方にマッチしてい

ないところも一般にはあるようです。都立中央図書館の場合は調査研究を目的とした来館

者が多いということで、あまり違和感はないでしょうが。 

 市町村立図書館がビジネス支援をやっていこうとすると、まずそういうニーズがあるの

かと言われたときに、一つ考えなければいけないのは、経済面から考えると時代が非常に

変わり、キャッチアップの時代から、今フロントランナーの時代になってきた中では、日

本は約９９.７％の企業は中小企業ですが、中小企業の皆さんにとっても、今まで以上に、

もっと情報というものをきちっと活用して、技術にしろ、科学にしろ、そういうものをベ

ースにした、知的な企業に変わっていかないと生き残れなくなってきていると思いますの

で、その面から図書館が支援する必要があると思います。 

 大企業の場合ですと、中に専門図書館を持っていて情報活用ができるけれども、中小企

業はそういうことができない。そういうものをどうやって支援していくか。できれば市町

村立図書館でも支援してもらいたいのですが、専門職はなかなかいない。ですからレファ

レンスサービスにおいては、都立図書館が市町村立図書館をサポートすることに期待した

いと思います。 

 今、ＩＴの時代で、テレビ電話でも何でも使えるわけですから、市町村立図書館でビジ

ネス系のレファレンスを受けて、自分のところでは答え切れないものに対して、例えば都

立図書館が、そこにあるテレビ電話を使って直接支援するとか、情報技術を使えばまだい

ろいろな方法が考えられるので、多くの支援策の可能性があることを感じております。 
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 それから、検討のポイントの中で非常に強く感じたのは、受益者負担のあり方というこ

とで、これは非常に挑戦的な、図書館の中ではチャレンジ精神にあふれたテーマだと思い

ました。ことしの３月に訪問した、ニューヨークパブリックライブラリーでは、レファレ

ンスを有料で受けている例がありましたが、日本にはほとんどないと思います。そういう

中で、図書館法の制約を受けない有料ということをいろいろ検討されているので、こうい

う検討課題が出てきていると思いますが、市町村立図書館は難しいでしょうが、調査研究

のための都立図書館は、挑戦してみる価値がある課題だと思います。また、それに耐えら

れるだけのサービスを提供しなければお金は払っていただけないわけですから、そういう

ことにチャレンジしてみるというのは非常に重要だと思いました。 

 あまり長くなってもいけないので、とりあえず最初の段階で、その２つだけをお話しし

ておきたいと思います。 

【議長】  ありがとうございました。 

【委員】  私のほうは、区立の図書館を持っているという立場の中からお話をいたしま

す。２１期の提言の中では、調査研究図書館としての方向というのが、区立の役割と都立

の図書館の役割というのを明確に役割分担するということはいいのかもしれませんけど、

区立とは異なる役割と資料に書かれているんですけれども、もう少し具体的に、異なる役

割というのがどんなようなお考えで出ていたのか、お聞かせをいただきたいと思います。 

【企画経営課長】  先ほども少しご説明いたしましたが、ホチキスどめの資料７番で、

レファレンスを役割分担ということで１つ例示で挙げておりますが、同じ都民を対象にし

た図書館でも、区市町村立図書館というのは地域に根差したといった部分で、蔵書も都立

図書館にある資料と、区市町村の図書館の資料は違うという部分で、違った図書館のサー

ビスがあるのではないかというふうな視点が１つございます。 

【委員】  サービスの水準をどこに置くかとか、それから調査研究をどの程度の対象に

するのかというのを考えますときに、区立あるいは市立のほうの図書館も、今動きがいろ

いろ出てきているのかと思いますので、役割分担を考える際に、都立だけが考えていくと

いうのではなくて、区民であり、市民であり、都民であるということは同じでございます

ので、区立の進みと、それから都立が進んでいこうという道が、もう少し沿っていくよう

なことをしないといけないのかなというのを大変強く感じております。もっと区立の動き

をデータ的にも、それから考え方にいたしましても、都立と区立の密接な協議が必要かな

というような気がしております。それぞれの担っていく役割を考えていく上でもしていか
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なくてはいけないという感じがいたします。 

【副議長】  ちょっとよろしいですか。私、発言を控えようと思っていたんですが、今

委員が言われること、それからその前に委員が言われたことを聞いていて、これは今のう

ちに確認しておいたほうがいいかなと思ったことは、レファレンスと言ったときに、先ほ

どの資料の説明を通じても、どうも質問回答サービスをかなり強くイメージしていらっし

ゃるように思うんですよ。いわゆるＱ＆Ａですね。 

 例えばポイント補足資料の２ページのところに、レファレンスサービスの新しい取組み

として、先ほども指摘があった政策立案だとか、ビジネス支援だとか、医療情報とありま

すよね。これらがレファレンスサービスの新しい取組みとして上げられていますけれども、

こういったことについて質問を受けたら答えるレファレンスサービスというふうに狭くと

らえているんでしょうか。私は、それはすごく狭いとらえ方だと思うんですよね。 

 だって政策立案のために必要で図書館にやってきて、自分で資料を探して閲覧をして、

必要な箇所をコピーをとって帰った場合は、政策立案の支援をしたことにはならないんで

すか。つまり、何か質問で聞いたわけじゃないと。自分で資料を探して閲覧をして、必要

な箇所のコピーの請求をして帰っていったと。あるいは医療情報でも同じことですよ。こ

れも私は、そういう意味では調査研究を支援したことになるわけだし、レファレンスの件

数にはあらわれてこないけれども、実質的な機能としてはやったことになるわけですよね。 

 今度は、同じ資料７の、今ご指摘のあった区市町村立図書館と都立図書館の役割といっ

たところで、下の図を見ていて私、ちょっと疑問に感じたんですが、区立図書館のほうで

は、本のデータベースで、タイトルや著者名というのを検索する。都立図書館では、レフ

ァレンスに必要な独自のデータとして、論文名などをつけ加えると。それだけのことが都

立図書館のレファレンスの強みだとしたら、これはいささか物足りないなというふうに思

うんですよね。多分都立図書館がやるレファレンスの強みというのは、単に聞かれたら答

えるというレファレンスサービス。それだけだったら逆に言うと、質問されなきゃサービ

スしないんですかと。ビジネス支援もそうですよ。ビジネス支援のことでレファレンスで

質問してくれなければ、図書館は何もしないことになりますよ。レファレンスだけに狭く

とらえれば。 

 そうじゃなくて、例えばこういう問い合わせが区からあったときに、都立図書館はやっ

ぱり蔵書の蓄積があるわけだから、市区立図書館が答えられる以上に、本と雑誌と、場合

によっては東京都の都政資料とかを使って、回答の仕方にもっと厚みがあるというか、利
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用者がなるほどというように納得できるだけの回答がきちんとできるというのが都立図書

館の強みなんだろうと思うんですよ。しかもそういうストックを持っている、蔵書の蓄積

を持っていることを生かして、質問される前にある程度コンテンツが用意できる。都立図

書館独自のビジネス支援なり医療支援のコンテンツや、場合によっては市区立図書館が助

かるような、いわゆるレファレンスのツールというものをつくっておくことができる。そ

こが都立図書館のレファレンスの、市区立との違いなんだろうと思うんですよ。 

 単に聞かれたことで、欠けている部分を都立図書館が補いますじゃなくて、ちゃんとし

た蔵書の蓄積で、聞かれる前に分厚い、回答の質の深さというものができて、それもあら

かじめ用意できる。それを使って市区立は、市区立単独ではできないようなレファレンス

の回答が、今度はできるようになってくるという。そういう意味でのレファレンスの支援

というのも、都立図書館の調査研究支援機能としては大事なんだろうと思うんですよね。 

【館長】  おっしゃるとおりです。ですから、例えばビジネスとか医療というような、

あるいはこれから法律関係のものもやろうということで考えております。結局それは、資

料を全部、一カ所に集中的に集める形で利用者が、それが受け身かどうかということはと

もかくとして、十分調査し、研究ができて、成果が上がって帰れるようにしていこうとい

うことでございます。 

【副議長】  単純に私なりの構造化をしておくと、まずさっきの調査研究というのは、

利用者の図書館を使うという目的ですよね。それに対してレファレンスというのは、図書

館が提供するサービスの一つの形態ですね。ほかに、例えばさっき言った閲覧もあるし、

日比谷図書館を考えれば貸出もあります。それからコピー、複写というのもあります。そ

のほかに、例えば図書館でセミナーを開催する。こういったいろんなサービス形態があり

ますよね。それぞれに、先ほどの調査研究目的で使えるはずですよ。それは決してレファ

レンスだけではない。 

 それから調査研究といったときに、今度は分野というか領域があるわけですね。例えば

政策立案というのも一つの領域です。それから、ビジネスというのも一つの領域です。医

療情報も一つの領域でしょう。あるいは法律相談。今後法律についてもいろいろと相談を

持ちかける、それも一つの領域だろうと思います。それぞれの領域に対応して、いろいろ

なサービス形態で調査研究を支援できると。縦糸と横糸といいますか、行と列の組み合わ

せで成り立っていますので、決してレファレンスを、ここでとらえているような質問に対

する答えだけではなくて、いろいろな形式を通じて、レファレンスのツールの整備もあれ
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ば、貸出やコピー、複写を通じての利用者の支援、調査研究の支援ができるというふうに

とらえていただいたほうが、都立図書館の話としてはもう少し発展性といいますか、広が

りが持たせられるように思いました。 

【議長】  ありがとうございました。 

【管理部長】  区立や市立図書館の動きをよく見て、都立のほうでよく考えてほしいと

いうお話がありました。区立、市立の図書館が、貸出図書館という役割に強く傾斜してい

るようなところと、それからレファレンスも含めて、バランスよくやっていこうという図

書館もあると思います。都立図書館の協力事業が、協力貸出に力を入れる、また入れてほ

しいというふうに期待する図書館もございますでしょうし、むしろ協力レファレンスのほ

うに力を入れてほしいというふうなご要望のところもあろうかと思います。 

 ですから、こちらサイドといたしましては、レファレンスも含めて身近なところの図書

館はしっかりやってほしいという期待の中で、それでは都立図書館はどういう役割をして

いったらいいのかというふうなことが、この２１期の中におそらく反映しているのではな

いかというふうに思います。 

 いずれにしましても区立、市立の動きをよく見ながら、こちらも考えていかなければい

けないと思います。 

【委員】  私は、図書館に関する専門家では全くないんですが、社会貢献の仕事を担当

しております。その中でも子どもの本とか、あるいは若者の教育支援について重点的に活

動している関係で、多分お声がかかったと思います。 

 まず、今までご説明を伺った私の認識では、１つは、前提として都民の生涯学習につい

ては市区町村のほうで、専門家の調査研究については都立のほうでというふうに理解いた

しました。今はやはり、インターネットで専門家もかなりいろんなことを調べられる時代

ですね。 

 その中で、図書館の付加価値は一体何だろうということですが、先ほどもお話があった

と思いますが、いわゆるＱ＆Ａとしてのレファレンスではなくて、先に今のニーズが一体

どこにあるのか、例えばインターネットでわからない部分、これだけの蔵書がある中で、

プラスアルファの回答ができる。回答というよりは、むしろそういうものを準備しておけ

る状態をつくっていく必要があるんじゃないかと思います。それが、これからのレファレ

ンスサービスと言ってもいいのではないかと思いました。 

 もう一つは指標ですが、サービス指標は一体何だろうというふうに考えますと、指標に
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は目的がないと測れないですよね。要は新しい時代の図書館のミッション、目的だと思う

んですね。専門家の調査研究に対する付加価値をどのようにつくっていくか、他の図書館

との関係性をどう構築していくかなど、目的があって初めて指標ができて、さらに調査は

その指標に照らしてどこまで達成できているかどうかを計るという手順で考えていく必要

があります。先に指標ありきではないんじゃないかなと思いました。 

 ちょっと感想だけで、具体的な提案がなくて申しわけないですが。 

【議長】  ありがとうございました。 

【委員】  私は、個人として感想を申し上げたいと思うんですが、私は、調査研究機能

というところで、図書館は初めてなものですから非常に戸惑いがあって、よくよく理解が

できなかったんですけれども、おかげさまで徐々に霧が晴れてきている最中でありますが、

私が関心を持ったのは、受益者負担というところなんですね。かなりチャレンジングなテ

ーマに取り組んでいらっしゃるなということで非常に驚いたんですけれども、受益者負担

ということは、要するにお金をとるということですよね。有料化ということですから、こ

れはビジネスですよね。ですからそういう意味では、たとえ安いお金であろうが、原価だ

けを請求するにしろ、有料ということになりますと、当然提供するサービスの質が問われ

てくるということだろうと思うんですね。これは非常に大変なことだろうと思うんですね。

実はお金をとらないほうが楽なわけですから、そういう意味でお金をとるという決断、あ

るいは方向性はかなりチャレンジングじゃないかというふうに思ったんですね。 

 そのときに一番大事なのは、図書館の言葉の使い方としてはちょっとなじまないかもし

れませんけれども、スタンスとしては提供していくサービスの商品化ですよね。このマー

チャンダイジングをどうしていくのかということの構えが必要になってくる。当然マーチ

ャンダイジングがあればマーケティングがあるわけでして、そこのところをほんとうにや

るのかどうかという覚悟がかなり必要だろうと思いますし、あともう一つは、目指すもの

はどこまでなんだと。要するに、ベンチマークというものが必要になってくると思うんで

すね。 

 皆さん、今大体そうでしょうけれども、実際私は買わないんですけれども、本を調べる

ときにアマゾンドットコムでやると、ものすごく簡便にありますよね。あとは私の嗜好を

見て、ここではアウェアネスサービスと言うんでしょうか、必要な情報が向こうから送ら

れてくる。ああいうサービスをやって本を売っていくということだろうと思うんですけれ

ども、彼らの場合は本ですけれども、今お考えになっているのはサービスですよね。サー
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ビスそのものでお金をとるというのはよほどの付加価値を、魅力あるものにしていかない

といけないわけですから、その前提としては、やはりどう商品化していくかというところ

の構えがないと、先ほどもお話が出ていましたけれども、ただ単に受け身で提供して、お

金というのではおそらく受け入れられていかないだろうと。むしろマーチャンダイジング

を積極的にしていって、サービスの商品化をしていって、それをどうニーズにはめるとい

うよりは、ニーズをどう掘り起こしていくんだというくらいのスタンスがないと厳しいん

じゃないかなとは思っていますけれども、非常にチャレンジングで、私個人としてはエキ

サイティングではないかというふうに思いました。 

【議長】  ありがとうございました。 

【委員】  私は東京都民でもありませんし、神奈川に勤めておりますので、直接東京都

立図書館というのは使ったことがないんですけれども、同じ業界ですので何回か見学等、

実際個人的に使うというわけではないですけど、どういうふうなことをやっているのか、

今回医療サービスを始めたとなれば、どういうコーナーなのかというふうなことをのぞき

に来ることもしております。というので、どちらかというと皆さんとは相当立場が違うと

いうことです。 

 大学で今問題になっているのは、先ほど資料１１を見せていただくと、レファレンスの

件数が、４年間で約４万件ぐらい落ちています。こういうことというのは、大学でもやは

り起こっていまして、貸出も減っているし、来館者数も減っているし、これは多分インタ

ーネットの影響なのか、それとも携帯電話でみんな済んでしまうのかというふうなこと。

別のメディアが出てきたせいなのか、もしくは学生さんの質が変わったのかというふうな

ことを、我々日々考えているわけです。 

 黙っていれば、来る人数はどんどん減っていって、質問の件数も減っていくわけですか

ら、図書館に対しての要求、図書館の役割というものもどんどん減少していくわけです。

これを食いとめることがいいのかどうかというふうなことは、でもほんとうに必要がない

のなら減っていったほうがいいわけですけれども、黙って見ているわけにはいかないとい

うふうになります。 

 というので、インターネットの絡みに関して、こちらのほうが競合関係にあるのか、そ

れともインターネットをうまく使いながらやっていくのかというふうなところでいくと、

競争しても勝てない場面は勝てない、これはこの提言の中でもあるように、市区町村立と

都が役割分担をするのと同じように、インターネットの世界と図書館も役割分担をしてい
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かなければいけないんだろうと思います。 

 それで、調査研究のほうをかなりやるというふうになってくると、普通の人から見ると、

調査研究というふうなことはインターネットでやることもできるし、図書館でやることも

できると。なおかつ図書館に行くのは面倒くさいので、ほとんどインターネットで済んで

しまうというふうな世界ですし、私も個人的には大体、調査研究じゃないですけれども、

疑問に思うようなことというのはインターネットで済んでしまうわけです。こういったイ

ンターネットとの関係をどのようにとらえてやっていかれるのか。具体的にはレファレン

スの件数が減っていることに対して、どういうふうにお考えなのかということを一つお聞

きしたいということ。 

 それと、インターネットをある程度意識すると、地域の壁を越えてしまうわけですから、

図書館にもいろんな機能、何かをつくったり、集めたり、調べたりする機能があるわけで

すけれども、集めることに関しては予算が非常に限られているので、単館レベルで集めら

れることは大変難しくなってくる。そういった意味で、国会図書館や市区町村立との役割

分担というか協力というものも出てくると思います。大学図書館で言えば、大学図書館も

公共図書館といろんな役割分担をしていける場面は相当あるのではないかと思います。 

 それで行くと、調査研究に関して都立図書館さんが、ほかの都道府県立の図書館と全国

にある大学の図書館とをうまくコーディネートしてくれて、資料を集めるという場面にお

いては、もう集めるというよりも、単純にバーチャルな世界で一緒につないでしまうとい

うふうな形でやっていけば、また別の展開が出てくるのかなというふうには思います。 

 ただ、そうなるといろんな仕掛けが必要なわけですけれども、単純にレファレンスでＱ

＆Ａをやるとか、資料を集めるとかというふうなことよりも、そういったコーディネート

するという方向も期待したいなというふうには思います。 

 ということで、コーディネートというふうなことを考えられているのかということと、

もうちょっと具体的には、レファレンスの件数が減っていることに関してどのようにお考

えなのかということをちょっとお聞きしたい。 

【サービス部長】  サービス部長の後藤でございます。先ほど来、受益者負担のことと

か、あるいは今インターネットのことなどに触れられましたけれども、１つは、こういっ

た受益者負担を考えていくのは、インターネット上で各種の情報サービスが有料化してい

るというのが背景にございます。こういう時代にそういった全く新しいサービスを、図書

館の中で無料で提供するというのは非常に困難な話でございます。 
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 あるいは先ほどの委員のご発言、我々にもう少し期待されての部分かと思いますけれど

も、もちろんそういった有料サービスが行われれば、図書館側のテクニカルな部分で援助

する部分も出てまいりますので、有料ということも考えなければいけないということでご

ざいます。 

 それから私ども、実際にインターネット端末を開放しているのが１台ございますけれど

も、こういったところで使っている、あるいは資料案内をする場合にも、特に若い層をタ

ーゲットにして利用案内をする場合、インターネットでの検索の結果と、伝統的な学問的

な手法でやっていくものとでは、やはり質的な差というのがあると思います。そういった

点は、我々も非常に気をつけながら活用していただきたいということは申し上げておりま

す。 

 それから、いわゆるＱ＆Ａで答えるものがレファレンスとは私どもももちろん思ってお

りません。それから、区市町村の図書館を支援すると申しましても、具体的に上がってき

たレファレンスに、全部ここが答えるのか、そんなことは絶対できないわけであって、１

つの情報としてアセットをつくって、それを提供していくと。これがこれからのサービス

の非常に重要な点だろうと思います。 

 こういったサービスをするためにも、どうしても我々のほうとしては、そういう面では

逆にインターネットのサービスネット網を使う、有料化して、よりすぐれた情報を収集し、

提供していくということが非常に重要になってくると思っております。 

 以上でございます。 

【管理部長】  入館者数やレファレンス件数が減ってきているということで、どんなふ

うに見ていますかというお話がございましたが、正確に理由を分析してはおりませんけれ

ども、インターネットによる検索が始まった時期などもあわせて考えてみますと、その方

法によって資料の所在がわかると、あるいは行かなくても、同じ資料ならば身近なところ

で入手できるとか、そういうことがわかってきたので、簡単なことのために、わざわざこ

ちらに聞きにくるとかということがなくなってきたために入館者数が減るとかレファレン

ス件数が減っているということではないかなというふうに見ております。 

 したがって、実際に今行われているレファレンスというのは、従来のものに比べれば、

中身のあるお問い合わせになっているのではないかなというふうに思っております。 

【副議長】  管理部長、そうしますと、レファレンスの統計のとり方というのは考え直

したほうがいいんじゃないかという気がするんですよ。つまり単純な所在確認は、もうウ
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ェブ検索、インターネットの検索で済んでしまっている。そうではなくて、総数は減って

いるけれども、実際に職員が調べたり、職員に直接問い合わせなければならないようなレ

ファレンスがこの中で増えているんだとしたら、その件数、いわゆる所在確認と調査、探

索といったもので、それこそ初めの指標の話じゃありませんけど、この中を少し区別して

集計をとっていったほうが、今、管理部長が言われるようなことははっきりわかってくる

んですよね。事実、所在確認については、確かに私もインターネットの検索で済ませてし

まっている人が増えてきているんだろうと思います。 

 そのあたり、委員はもう少し別の解釈をされたんでしょうか。 

【委員】  もう一つとしては、代替物が出てきたから減ったのか、もしくは根本的に調

べることを放棄している人たちがいるのか。学生さんを見ていると、確かに放棄している

人たちもいなくはない。 

【副議長】  放棄しているという意味は、とにかくインターネットだろうと直接のレフ

ァレンスだろうと……。 

【委員】  あまりしない。 

【委員】  もう一ついいですか。資料費の減少と関係がないかというのが気になってい

るのですが、ちょっとわかりません。それは、可能性はありませんか。資料収集費との関

係。 

 多くはきっとインターネットとか、そういうことだと思いますが、資料費の減少は影響

がないかどうか。 

【管理部長】  直接的な関係はよくわかりませんが。 

【委員】  たしか９７年とか９８年とかに比べて、現在の資料費は随分少ないのではあ

りませんか。 

【館長】  ここのところ非常に激減しておりまして、例えば日比谷では、はっきり言っ

てあまりいい本がそろえられなくなってきているというところです。 

【副議長】  そうしますと、このレファレンスの件数は、受け付け件数なんですか、こ

の統計は。 

 今、委員が言われたようなことは、逆に言うと回答できない件数が増えたとか、あるい

は回答に時間がかかると。もっとちゃんとツールがそろっていれば短時間で回答できるも

のが、回答の効率が低下しているというふうな面であらわれる。それが、今度は利用者に

敏感に反映して、あそこに聞いてもわからないから、今度は受け付けの件数も減るという
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ことになるんですね。これは、受け付けの件数なんでしょうか。 

【企画経営課長】  回答件数です。 

【糸賀副議長】  回答件数の低下は、ひょっとすると資料費だとか、さっきサービス部

長が言われたように、本来データベースがちゃんとそろっていれば答えられるものもなか

なか答えられなくて、結果的に回答件数が減ったというようなことは、これもあくまで推

測ですけれども、考えられなくはない。 

【サービス部長】  推測としてはあり得ます。例えばG-Searchとかその他を使えば、レ

ファレンスの中でもっと短時間に回答できるものは幾つもあるわけですよ。これが、残念

ながら運営経費の中で、そういった部分の、役所の中では非常に得にくい予算項目でござ

いまして、これがないためにレファレンス上で苦労するということは現にございます。た

だ資料費の低下が即響くかというと、それはもうちょっと長いスパンで見ないとわからな

いと思います。影響しないことを願っております。 

【館長】  もう少ししてくると厳しくなってくる可能性はある……。 

【サービス部長】  ５年ぐらい。 

【館長】  というふうに思っています、ほんとうに。 

【委員】  実際に私はここ二、三年、何回かレファレンスをお願いして、いただいた回

答は非常に満足する内容でした。１つは、こんな資料までここの蔵書にあるのかというふ

うに驚いた結果で、それを全部見にきてコピーして並べてみると、非常にすばらしい結果

が得られたというのがありました。 

 もう一つの必要とする資料は、ここにありませんでした。実際になかったのですが、そ

れがどこにあるか、所在を突きとめてくれて、結果として、一般に販売している書籍では

ないのですが、都庁のある部署が持っていて、その部署で閲覧させていただけるというこ

とになり、結果に満足しました。どちらにしても、回数は少ないけれども、非常に質の高

いレファレンスをしていただいたという印象があります。 

 ただ、これから先、すごく資料費が落ちていても、質は保てるというなら良いのですが、

質が下がると怖いなというような気がします。レファレンスより来館者数に効くのではな

いかと思います。今すぐ効くというより、来ても、ここに新しいものがないというと来な

くなる可能性があります。 

【管理部長】  資料費の関係でございますけれども、大体４割程度をカバーしていると

いうことでございますが、多摩図書館、中央図書館が、従前地域分担でございましたとき
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には、同一資料をそれぞれが持つというふうなこともございました。これを一元的に管理

するというふうになりましたので、減少する予算の中ではございますけれども、全体的に

は効率的な収蔵を工夫しているということもございます。 

 それから、寄贈していただくというふうな形の資料もございますので、そういったこと

も含めて工夫をしているというところでございます。 

【委員】  先ほどの委員のお話を聞いていて思ったんですけれども、電子図書館につい

てどういうふうにお考えになっているのかという質問をしたいんですが、インターネット

とのすみ分けを考えた場合に、電子図書館機能というのは非常に重要で、例えば、私が学

生に対してレポートを出しますと、学生はインターネットで調べてきます。ところが、そ

のページというのはそんなにいい内容のものではない。そうしたときに、オーソライズし

た情報を流すという点で、図書館が今後、サブジェクトゲートウェイとしての役割という

のを果たしていく必要があるのではないかと思うんですけれども、そこら辺、これからの

取り組みとか、現状の取り組みとかがどうなっているかというのをちょっとお聞きしたい

です。 

【管理部長】  インターネットその他のデジタル資料をどういうふうに活用していくか、

またそういった情報を利用者にどう提供していくかということで、都立図書館として電子

図書館推進マスタープランというものを策定しなければならないというふうに考えており

まして、本格的なものではございませんが、今時点で館内で知恵を集めて、一応の考え方

は出しております。 

 ただ、本格的にこれを考えますと、予算その他、広がりのある話でございまして、館限

りのアイデアだけではおさまらないわけでございます。とりあえずのアイデアは持ってお

りますけれども、今回の協議会でのいろいろなご議論、それからこういうサービスも今後

していくべきではないかというふうなものも含めまして、もっと全体的な内容のマスター

プランをつくっていきたいというふうに考えております。 

【議長】  ２回目、３回目の議論につながるような、大変貴重なご意見をたくさんいた

だいておりますけれども、さらに何か補足するようなことがございますか。 

【副議長】  あまり時間もない……。 

 今まで出なかった話で、１つは、さっき、コンテンツをある程度まとめて、都立図書館

から発信するべきだと。今でも都立図書館はおやりになっています。私は常々、都立図書

館のホームページのニュースレファレンス、それからクローズアップ東京情報というのは
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よくチェックしております。 

 実は、きょう午前中、文部科学省の新任図書館長研修というのがございまして、私、講

師で行って、たまたま名簿を拝見しましたら、都立日比谷図書館の館長さんが……。 

【議長】  それで来ていない。 

【副議長】  受講されていて、随分都立図書館の宣伝はさせていただきました。いろい

ろな情報コーナーを設けているとか、もちろんビジネス支援コーナーを設けているとか、

それから今言った都立図書館のホームページ、なかなか着眼点がいいというふうなことで

紹介をさせていただきました。その辺をもう少し充実させていただいて、直接聞かなくて

も、いろいろと都立図書館のホームページを見ることで問題は解決するというような視点

も必要だと思います。 

 そうしますと、一番初めに出てきた、確かに評価の仕方が従来とはおのずと変わってく

るだろうと。先ほどレファレンスの話を聞いていて私が思ったのは、受け付け件数と回答

件数の比率というんですか、わかりませんでしたという回答は、言ってみれば回答にはな

らないような回答なんですけれども、受け付けたうちどれだけ相手が納得するような回答

ができたのか、その割合が高くなっているのであれば、ひょっとしたら件数は低下してい

ても、利用者の満足度は高くなっているということが予想できると思うんです。 

 それからもう一点は、先ほど受益者負担については画期的な取り組みだということで、

両委員からは肯定的な評価の話がありました。ただ、私はこう考えているんですよ。受益

者負担といったときに、そのサービスをやるために図書館がかかった経費を回収するため

の受益者負担、いわゆる費用回収ですよね。先ほど、マーチャンダイジングだと。これは、

だからといって決して収益を上げる目的ではないんだろうと思うんですよ。そうすると、

費用回収目的なのか。 

 実はもう一つ、図書館で、しばしばこの手の課金をするときの理由は、利用の量をコン

トロールするというのがあるんですね。つまり無料で何でもやっていったときに、必ずし

も本来必要でない人が、ただだからといってそのサービスを求めてくるということがある

わけですよ。私が聞いているのでは、インターネットでリクエストがかけられるようにな

って、都内の区立図書館、練馬区もそうだし、目黒区もそうですが、今まで１人の人が予

約をかけられる件数が無制限だったり、２０件までといったもの、ものすごく増えたんで

すね。一挙に４倍、５倍、１０倍ぐらいに増えちゃうんです。とてもじゃないけど、対応

できない。その物流に追われてしまうので、１人の人が申し込みできるリクエストの件数
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を１０件までに抑えるとかということをやっている。いろいろなサービスをやっていった

ときに、全部無料でやっていると、本来そのサービスを緊急に必要としている、必要度が

高い人も、さりとて必要はないんだけれども、とりあえず無料だったらこれをお願いして

みようという人も出てきちゃう。それをある程度コントロールして、必要度が高い人に優

先的にサービスする一つのやり方として、受益者負担という選択肢が出てくる。 

 だからこれは、かかった費用が仮に１,０００円だとしても、１,０００円とるのはさっ

き言った費用回収ですよ。そうじゃなくて、そのうち１００円か２００円を負担してもら

うことで、差し当たり必要でない人が遠慮するというふうなねらいもあります。 

 必ずしも私も受益者負担を全面的に反対するわけではありませんけれども、いろんな考

え方で受益者負担ということはできるし、お金のかかり方と、幾らお客さんに求めるのか、

その辺のバランスで考えていくべきだろうと思います。 

 そしてこの話は、もう一つは、最終的に結局予算が削られる、そのときにいろんなサー

ビスをやりたい。だから、部分的な受益者負担という選択はあり得るだろうと思います。

これは話の先には、いわゆるファンドレイジングだと思うんですよ。どうやって図書館が

サービスをするための資金を調達していくのかということ。ファンドレイジングの視点に

立ったときに、受益者負担もあるだろうし、場合によっては、そこにスポンサーをとって、

広告をとるとかして、ほかの人にそのサービスの費用を負担してもらうという。 

 これは私、前々から都立の方にお話ししているので、広告をとって、例えばホームペー

ジのバナー広告もあるかもしれませんし、都立図書館がいろいろと利用者の方に配るもの

の中に、隅っこでもいいですから企業名のロゴが入る。ただしそれが、前から言うんです

が、これは文化教育事業ですから、本屋さんとか出版社とかであって、パチンコ屋さんだ

とか居酒屋さんのロゴが入るというのは難しいかもしれませんけれども、そういうふうな

中で、受益者負担というのは一つのファンドレイジングの手だてだというふうに考えてい

ったほうが、これも図書館サービスの充実ということにつながっていくんじゃないかと思

います。 

 それから、最後にもう一点だけ。都立図書館の問題は結局、全国の道府県が注目してい

るわけですよね。そういう意味で、都立図書館をどうするかというよりは、日本の県立図

書館、道府県の図書館がこれからどうあるべきなのか。これは当然、神奈川県立や埼玉県

立、千葉県立といった隣接の県立図書館との連携ということも視野の中に入ってきますで

しょうし、ひいては日本全体における県立図書館と市区町村立図書館の役割分担という話
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につながっていきますので、首都東京の都立図書館として、単に東京都の境の内側だけで

考えるのではなくて、もう少し広い視点に立った議論をしていかなければいけないだろう

というふうに思います。 

 そのときに、先ほど私、資料の中の区立図書館との違いと言いましたけれども、今回の

検討のポイントの７、区市町村立図書館とのレファレンス上の役割分担の中で、市区町村

立図書館にこういうことをというふうに役割分担を考える。これはこれで必要なことだし、

いいことだと思います。ただそのときに、一方的に我々が、区市立の図書館はこうあるべ

きだと言ったところで、ほんとうにそれだけのことが実践できる区市町村の図書館が育っ

ているかどうか。一方でそれを育てることも考えないで、都立図書館はここから先はやり

ませんよ、市区立がやりなさいと言ったところで、それができるだけの職員体制や図書館

の整備がきちんとなされていないことには、都立図書館が一方的に押しつけたことになっ

てしまいます。 

 そういう意味で職員も、５番に、司書に求められる知識・スキルとありますね。これは、

やはり都立図書館としては、都立図書館の職員だけを考えるのではなくて、後のほうで役

割分担を考えるのであれば、区市町村の司書のスキルもちゃんと上がって、ここから先は

どうぞ区市町村、自前でおやりくださいと安心して任せられる。そのかわり都立図書館は、

いわばもっと専門的なといいますか、高度なレファレンスや資料要求にこたえられるとい

うことで、この役割分担も生きてくると思いますので、ぜひ自立でき、しっかりした基本

的なレファレンスができるような区市町村立を育てるという視点も持っていただきたいと

思います。 

【委員】  今の先生のお話の中で、私たち、市の段階の図書館でございますので、イン

ターネットが発達してきますと、住民から、いろいろ要求が出てきます。日経のテレコム

だとか、朝日新聞社の記事のデータベースなんていうのは、図書館として契約をしていく

わけです。だんだん住民の要求というのは広がってくるわけです。館の契約でいきますと、

結局年間の有料ベースでの契約件数が増えていくわけです。これを地方の財政の中で見る

ということは到底できませんので、それが１００％でなくても、そのうちの５０％ぐらい

は負担を願いたい。やはりある特定の市民の方の利用でございますので、住民全員にとい

う形で門戸は開放していますけれども、利用する人は限られた人たちです。そこら辺はや

はり全部が有料化というのではないんですけれども、多少ファクターとして、割り戻した

形で考えざるを得ないかなというのが現状でございます。 
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【館長】  委員がおっしゃったとおりで、受益者負担の問題につきましては、委員がお

っしゃった最初のほうの、費用を、役所として予算をなかなか確保できないという中でも、

事業のウイングを広げていこうという中では、何らかの受益者負担も考えられるのではな

いかということです。 

 それから区市町村との関係の問題につきましては委員がおっしゃるとおりでして、第２

１期の委員もいらっしゃるんですけど、この問題は第２１期の会議で市区町村の委員の方

から議論のあった所ですが、その辺は十分自覚してやっていかなきゃいけないというふう

に思っております。 

 広告宣伝については、わずかなんですけど、図書館カレンダーには宣伝を入れさせてい

ただいております。ほかにも何か使えるものがありましたら考えて行きたいと思います。 

【副議長】  私は愛用しています。食堂の広告が入っているやつですよね。 

【委員】  基本的には、レファレンスにしても、私が使っている範囲では非常に満足し

ているとか、いろいろな良いサービスを提供していることは間違いないと思いますが、現

在の地方自治体の財政の厳しさというのは、それを超えて非常に厳しい状況を迎えている

と思います。図書館は、知の拠点で、日本はこれから知価社会に変わっていかなければな

りませんので、都民の知の拠点である図書館は、地方財政が厳しくなって、いろいろなサ

ービスが縮小していく中でも、それを乗り越えて、情報の拠点として、知の拠点として、

役割を果たさないと、日本という国自体が非常にだめになっていく可能性があると思いま

す。 

 そのように考えますと、図書館には頑張ってもらわなければいけません。今までと同じ

サービスを同じように提供していただけでは、やはりどうしても縮小の方向に行くわけで、

いろいろ幅広く、今まで以上のサービスをもっと効率よく提供していくためには相当の覚

悟でやっていかないと、なかなかできないことだと思います。やるべきことを、きちんと

やっていく必要があります。受益者負担というのは皆さん、いろいろ議論があるとは思い

ますけれども、必要なら、有料化とまで行かないまでも、一部でもお金をいただくような

仕組みになると、厳しさというのがものすごく増していくので、これさえやれば、それだ

けで相当な改革ができる可能性は十分にあります。ですから、相当な覚悟で、受益者負担

のあり方を、ここで真剣に議論して、何とかやれる方向を考えてみるということは重要で

はないかと考えます。 

【議長】  ありがとうございました。 
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 与えられた時間があまりなくなりましたけれども、２回目、３回目の議論でさらに深め

ていただきたいと思っておりますが、何かこの機会にもう一言だけ言っておきたいという

方、いらっしゃいますか。 

【副議長】  坂本議長、ご意見はよろしいですか。 

【議長】  いや。 

【委員】  区市町村の図書館にとりましても、ほんとうに財政状況が厳しい中で、どの

くらい図書館サービスをしていくのか。よく言われるような貸し本屋であっていいのかと

いう命題を抱えておりまして、図書館法の規定ができた時代と、インターネットの時代に

なって、それからビジネス支援というところまで入っていくというような広がりを見せる

中では、区市町村にとりましても、公立図書館は、これまで同様全くお金をとらなくてい

いのかというような大変大きな問題として抱えておりますので、私も議論としてはとても

期待をしております。 

【議長】  よろしゅうございましょうか。大体予定した時間になりましたので、これで

閉会をさせていただきますが、先ほどもちょっと申し上げましたけれども、次回につなが

る問題点もたくさん出てまいりましたし、まだきょう、おいでになっていらっしゃらない

委員もいらっしゃいますけれども、今まで出た論点をさらにどういう形で深めていくかと

いうことを、またご相談しながら進めてまいりたいと思います。 

 大変お忙しいところ、貴重なご意見をたくさんいただきましてありがとうございました。

次回からもひとつよろしくお願い申し上げます。どうもありがとうございました。 

 事務局から何かありますか。 

【企画経営課長】  活発なご議論、どうもありがとうございました。 

 次回の会議日程でございますが、１月中旬を予定しております。日程につきましては、

また事務局のほうで後日調整をさせていただきます。 

 では、ほんとうにありがとうございました。 

 

―― 了 ―― 
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